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株主の皆様へ
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
当連結会計年度におけるわが国経済は、企業の設備投資の底

堅さや雇用・所得環境の改善などにより引き続き、緩やかな回
復傾向となりました。一方で、国内では賃上げ効果を相殺する
ような物価上昇や海外では出口の見えないウクライナ情勢、中
東紛争勃発によるエネルギー価格の上昇や石油関連製品の価格
上昇および供給不安など、依然として先行き不透明な状況が続
いております。
当社の属する電炉小棒業界におきましては、年度後半からの

主原料である鉄スクラップ価格の急騰、また人手不足や諸資材
高騰による工事の遅延・見直し等を背景とした鉄筋用小棒の出
荷低迷の常態化など、取り巻く環境は依然厳しいものとなりま
した。
このような中で当社は、自社の強みである建設現場の省力

化・省人化に寄与する製品や工法の提案活動に引き続き注力し、
主力の「ネジテツコン」を中心とした高付加価値製品の販売推進、
また主原料およびその他諸資材の価格高騰を受けた製品価格の
改善や各種コスト削減の取り組みによる収益の増強に努めてま
いりました。
その結果、当連結会計年度における連結売上高は、鉄筋およ

びその関連商品等の出荷数量が減少したことなどから725億４
千万円と前年実績比100億５千２百万円（12.2％）の減収とな
りました。
利益面につきましては、鉄筋およびその関連商品等の出荷数

量の減少を主因に、営業利益は前年実績比26億３千４百万円
（17.9％）減益の120億４千２百万円、経常利益は同30億１千
９百万円（20.0％）減益の120億４千万円、親会社株主に帰属
する当期純利益につきましては、同27億７千８百万円（25.6
％）減益の80億７千５百万円となりました。
当期の期末配当金につきましては、連結業績の動向、財務状

況等を勘案し、１株あたり200円とさせていただきました。�
これにより中間配当金100円を含めました当期の年間配当金は、
１株あたり300円となります。
株主の皆様におかれましても、何卒倍

旧のご支援とご鞭撻を賜りますようお願
い申し上げます。

代表取締役会長
2026年6月
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連結財務ハイライト
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12,040
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  売上高 （単位:百万円）

  経常利益 （単位:百万円）   1株当たり当期純利益 （単位:円）

  総資産／純資産 （単位:百万円） ■総資産　
■純資産

第97期

第95期 第96期 第97期 第98期第95期

第98期第95期 第98期

  親会社株主に帰属する当期純利益 （単位:百万円）   1株当たり純資産 （単位:円）

第97期 第98期第95期 第98期

第96期

15,059

第96期

第96期 第97期

81,247

59,713

46,149

69,77379,229

4,944

3,657

7,887

1,702.25

135.09135.09

79,617 77,903

53,160

11,412 294.97294.97

第95期 第96期 第97期

第97期第95期 第96期

1,997.17

82,593

10,853

412.92412.92

（注）�2026年４月１日をもって、１株を３株とする株式分割を実施した
ため、第95期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当
たり当期純利益および１株当たり純資産を算定しております。
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科　目 当 期
（2026年3月31日現在）

負債の部
流 動 負 債 10,947
支払手形及び買掛金 4,132
１年内返済予定の長期借入金 1,231
そ の 他 5,584

固 定 負 債 6,085
長 期 借 入 金 3,359
そ の 他 2,726
負 債 合 計 17,033

純資産の部
株 主 資 本 60,242
資 本 金 5,839
資 本 剰 余 金 1,851
利 益 剰 余 金 52,594
自 己 株 式 △ � 43

その他の包括利益累計額 3,144
その他有価証券
評 価 差 額 金 2,349
土地再評価差額金 　 784
為替換算調整勘定 　 　6
退職給付に係る調整累計額 　　 4
非支配株主持分 　　28

純 資 産 合 計 63,416
負債及び純資産合計 80,449

（単位：百万円）

連結貸借対照表

（注）	 �記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

科　目 当 期
（2026年3月31日現在）

資産の部
流 動 資 産 36,783
現 金 及 び 預 金 7,172
受取手形及び売掛金 14,463
商 品 及 び 製 品 9,818
原材料及び貯蔵品 3,165
そ の 他 2,163

固 定 資 産 43,665
有 形 固 定 資 産 33,013
建物及び構築物 8,596
機械装置及び運搬具 12,919
土 地 9,031
そ の 他 2,466
無 形 固 定 資 産 　 215
投資その他の資産 10,436
投 資 有 価 証 券 8,700
そ の 他 1,758
貸 倒 引 当 金 △� 22
資 産 合 計 80,449

連結株主資本等変動計算書
（自2025年４月１日 至2026年3月31日）

（注） 	 �記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

株　　主　　資　　 本 その他の包括利益累計額
非 支 配
株主持分

純資産
合 計資本金 資 本

剰余金
利 益
剰余金 自己株式 株主資本

合 計
その他有価証券
評 価 差 額 金

土地再評
価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 5,839 1,862 51,234 △� 2,051 56,885 2,012 784 9 △� 9 2,796 31 59,713
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △� 3,245 △� 3,245 △� 3,245
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る�
当 期 純 利 益 8,075 8,075 8,075

自 己 株 式 の 取 得 △� 1,502 △� 1,502 △� 1,502
自 己 株 式 の 処 分 10 18 28 28
自 己 株 式 の 消 却 △� 21 △� 3,471 3,492 ― ―
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の�
当 期 変 動 額（ 純 額 ） 336 △� 2 14 348 △� 2 345

当 期 変 動 額 合 計 ― △� 11 1,359 2,008 3,357 336 ― △� 2 14 348 △� 2 3,702
当 期 末 残 高 5,839 1,851 52,594 △� 43 60,242 2,349 784 6 4 3,144 28 63,416
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連結損益計算書
（単位：百万円）

（注）	 �記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

科　目 当 期
（自 2 0 2 5 年 4 月 1 日

至 2 0 2 6 年 3 月31日）
売 上 高 72,540

売 上 原 価 52,083

売 上 総 利 益 20,457

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 8,414

営 業 利 益 12,042

営 業 外 収 益 304

営 業 外 費 用 307

経 常 利 益 12,040

特 別 利 益 219

特 別 損 失 483

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 11,775

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 3,663

法 人 税 等 調 整 額 39

当 期 純 利 益 8,072

非支配株主に帰属する当期純損失（△） △� 2

親会社株主に帰属する当期純利益 8,075

（単位：百万円）
株　　主　　資　　 本 その他の包括利益累計額

非 支 配
株主持分

純資産
合 計資本金 資 本

剰余金
利 益
剰余金 自己株式 株主資本

合 計
その他有価証券
評 価 差 額 金

土地再評
価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 5,839 1,862 51,234 △� 2,051 56,885 2,012 784 9 △� 9 2,796 31 59,713
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △� 3,245 △� 3,245 △� 3,245
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る�
当 期 純 利 益 8,075 8,075 8,075

自 己 株 式 の 取 得 △� 1,502 △� 1,502 △� 1,502
自 己 株 式 の 処 分 10 18 28 28
自 己 株 式 の 消 却 △� 21 △� 3,471 3,492 ― ―
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の�
当 期 変 動 額（ 純 額 ） 336 △� 2 14 348 △� 2 345

当 期 変 動 額 合 計 ― △� 11 1,359 2,008 3,357 336 ― △� 2 14 348 △� 2 3,702
当 期 末 残 高 5,839 1,851 52,594 △� 43 60,242 2,349 784 6 4 3,144 28 63,416
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Topics
1. �海外（台湾）で省力化工法公開施工実験を実施しました。
　2025年12月、台湾・桃園において当社工法の施工実験を実施しま
した。当社は台湾進出10年を迎え、現地パートナー企業との連携に
より事業を展開してきました。これまで台中・台南地区を中心に住宅
分野で実績を蓄積してきましたが、近年は半導体工場や商業施設など
非住宅分野への展開にも注力しています。
　こうした中、特に台北地区における認知度向上および大手設計事務
所やゼネコンとの関係構築が重要な課題となっています。本施工実験
はその対応として、当社工法の施工性・安全性・品質を分かりやすく
伝えることを目的に、現地パートナー企業と共同で実施しました。
　当日は、台北地区を中心にゼネコン、設計事務所、施主、関連企業な
ど計96社、218名に来場いただきました。会場では、当社製品や施工実
績、第三者機関による試験結果の展示に加え、柱配筋や接合部の在来工
法との比較、日本における工法事例を紹介しました。さらに、施工実演
を通じて、省力化や施工効率向上の効果を具体的に確認いただきました。
　その結果、施工時間の短縮、省人化、品質の安定性について高い評
価を得るとともに、技術的な問い合わせや案件相談も多数寄せられ、
当社工法への高い関心が確認されました。
　今後は、展示会や施工デモを継続的に活用し、現地パートナー企業
との連携を一層強化することで、認知度の向上と信頼の獲得を図り、
台湾市場における事業拡大と収益基盤の強化を推進してまいります。

2. �八戸工場 操業50周年記念贈呈式が執り行われました。
　2026年１月30日、「八戸工場　操業50周年記念贈呈式」が執り行
われました。
　八戸工場は、青森県の誘致企業として1976年２月に操業を開始し、
現在は主力製品であるネジテツコンの製造に加え、廃自動車や廃家電
などの環境リサイクル事業を展開しています。
　当日は、青森県知事より、地域の産業振興および雇用創出への貢献
に対し、感謝状および記念品が贈呈されました。知事からは、当社の
製造する棒鋼がまちづくりや都市発展に必要不可欠な鋼材であるこ
と、ならびにリサイクル事業を通じた社会的役割の重要性について評
価の言葉をいただきました。
　贈呈式の後には、知事による工場視察が行われ、生産工場およびリ
サイクル工場を見学いただいたほか、社員との交流の機会も設けられ
ました。後日、知事からは「温かい迎え入れのおかげで、工場視察や

社員との交流ができ、大変有意義な時間
でした」との感想をいただきました。
　当社のこれまでの事業継続は、青森県
および八戸市の指導・支援、そして歴代
社員から現社員へと受け継がれてきた努
力の積み重ねによって支えられてきまし
た。今後も、建設業の発展および循環型
社会への貢献を通じ、次の100年に向け
て歩みを進めてまいります。贈呈式後の記念撮影

会場入口での記念撮影 公開施工実験の様子
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会社の概要（2026年７月１日現在）

本店所在地 栃木県小山市横倉新田520番地
会 社 設 立 1939年６月23日
資 本 金 58億３千９百万円
従 業 員 数 815名（連結　2026年３⽉31⽇現在）

連結子会社
東京鐵鋼土木株式会社
トーテツ興運株式会社
トーテツ産業株式会社
トーテツメンテナンス株式会社
株式会社関東メタル
トーテツ資源株式会社
JOTS株式会社
ティーティーケイ　コリア　株式会社（韓国）
共販会社
東北デーバー・スチール株式会社
東京デーバー販売株式会社

事業所
東 京 本 社 東京都千代田区
東 京 分 室 東京都千代田区
大 阪 支 店 大阪府大阪市
札 幌 営 業 所 北海道札幌市
東 北 営 業 所 宮城県仙台市
名古屋営業所 愛知県名古屋市
福 岡 営 業 所 福岡県福岡市
本 社 工 場 栃木県小山市
八 戸 工 場 青森県八戸市
総合加工センター 栃木県小山市

社外取締役・監査等委員 増江亜佐緒
社外取締役・監査等委員 下⽥　祐⼦
常務執⾏役員 瀧　　晴夫
上席執⾏役員 佐々木文雄
執 行 役 員 依⽥　　充
執 行 役 員 吉原　和孝
執 行 役 員 佐賀　裕之
執 行 役 員 中⼭　義則

役 員
代表取締役会⻑ 吉原　每⽂
代表取締役社⻑ 吉原　栄孝
取 締 役 田中　能成
取締役・上席執行役員 武笠　達也
取締役・常務執行役員 柿沼　忠司
取締役・上席執行役員 進士　年治
取締役・常勤監査等委員 中嶌　知義
社外取締役・監査等委員 澤⽥　和也
社外取締役・監査等委員 ⽚岡　宏介

株式の状況（2026年３月31日現在）

発行可能株式総数 28,000,000株
発行済株式総数 8,436,583株

（⾃⼰株式8,722株を除く）
株主数 23,723名
大株主（上位10名）

株 主 名 当社への出資状況
持 株 数 持 株 比 率

株 ％
⽇本マスタートラスト信託銀⾏株式会社（信託⼝） 838,000 9.93
合 同 製 鐵 株 式 会 社 460,000 5.45
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 ⾏ 423,500 5.02
STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505223 212,761 2.52
朝 ⽇⼯  業 株 式 会 社 186,000 2.20
株式会社⽇本カストディ銀⾏（信託⼝） 165,600 1.96
東 京 鐵 鋼 従 業 員 持 株 会 128,842 1.53
MU R A K AM I  T A K A T E R U 103,700 1.23
⽇本酸素ホールディングス株式会社 99,983 1.19
三 井 住 友信託銀⾏株式会社 93,600 1.11

（注）1. �持株⽐率は、当事業年度の末⽇における発⾏済株式（⾃⼰株式8,722株を除く）の総
数に対する割合であります。

2. �当社は、2026年４⽉１⽇付で普通株式１株につき３株の割合で分割を実施し、あわ
せて会社法第184条第２項の規定に基づき、当社定款に定める発⾏可能株式の総数を
変更いたしました。これにより、発⾏可能株式の総数は84,000,000株となり、発⾏
済株式の総数は25,309,749株（⾃⼰株式26,166株を除く）となっております。
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東京本社 〒102-0071	
東京都千代田区富士見二丁目７番2号 ステージビルディング12階
電話　（03）5276-9700（代表）
URL　https://www.tokyotekko.co.jp

株主メモ

○株式に関する住所変更のお届出およびご照会について
　証券会社に口座を開設されている株主様は、住所変更等のお
届出およびご照会は、口座のある証券会社宛にお願いいたしま
す。証券会社に口座を開設されていない株主様は、上記電話照
会先にご連絡ください。
○特別口座について
　株券電子化前に「ほふり」（株式会社証券保管振替機構）を
利用されていなかった株主様には、株主名簿管理人である上記
の三井住友信託銀行株式会社に口座（特別口座といいます）を
開設しております。特別口座についてのご照会および住所変更
等のお届出は、上記電話照会先にお願いいたします。

事 業 年 度 毎年4月1日から翌年3月31日まで
定 時 株 主 総 会 毎年6月開催
基 準 日 定時株主総会　毎年3月31日

期末配当　　　毎年3月31日
中間配当　　　毎年9月30日
そのほか必要があるときは、あらかじめ公
告して定めた日

株主名簿管理人�
および特別口座の�
口 座 管 理 機 関

東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社

株主名簿管理人�
事 務 取 扱 場 所

東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社 証券代行部

（郵便物送付先）〒168-0063
東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社 証券代行部

（電 話 照 会 先）ふ0120-782-031
 インターネット�（ホームページURL）https://www.smtb.jp/personal/procedure/agency/
公 告 の 方 法 電子公告（当社ホームページ）

ただし、事故その他やむを得ない事由によ
り電子公告をすることができない場合には
日本経済新聞に掲載します。

上 場 取 引 所 東京証券取引所プライム
証 券 コ ー ド 5445
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